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一般会計歳入一般会計歳入
　個人市民税は給与所得

額の増加を見込み若干の

増加を見込んでいます

が、法人市民税及び固定

資産税は最近の景気動向

の影響を考慮し、減少を

見込んでいるため、市税

全体としては、若干の減

少を見込んでいます。

　国庫支出金及び市債に

ついては、小中学校施設耐

震化事業や忠海小中一貫

校施設整備事業などの普

通建設事業の減少により、

減少を見込んでいます。
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一般会計歳出一般会計歳出
　固定資産税評価替委託

料などが増加したことに

よる物件費及び臨時財政

対策債の元金償還額が増

加したことによる公債費

の増加を見込んでいます。

　普通建設事業費は、忠

海小中一貫校施設整備事

業が完了し、小中学校施

設耐震化事業もピークを

終えたことから対前年比

25.8% の減少を見込んで

います。

地方譲与税

　1億 1,880 万円

　0.9％

地方特例交付金

　800 万円

　0.0％

交通安全対策特別交付金

　322 万円

　0.0％

分担金・負担金・寄附金

　1億 7,213 万円

　1.4％

使用料・手数料

　1億 3,724 万円

　1.1％

財産収入

　3,714 万円

　0.3％

繰越金

　1千円

　0.0％

貸付金

　3億 8,100 万円

　3.0％

維持補修費

　1億 9,523 万円

　1.5％

積立金

　6,325 万円

　0.5％

予備費

　1,000 万円

　0.1％

災害復旧事業費

　200 万円

　0.0％
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平成 28年度当初予算の概要
～「住みよさ実感」の実現に向けて～

　平成 28 年度当初予算は、「竹原市総合計画後期基本計画」に則した施策の推進を図ることはもとよ

り、平成 27 年度に策定した「竹原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、特に人口減少や

地域経済の縮小に対して、中長期的な視点による効果的な事業を展開していくものとし、平成 26 年

度末から先行的に実施している「まち・ひと・しごと創生」をより本格的に推進するためのものです。

　平成 28 年度当初予算の概要は、竹原市ホームページにも掲載しています。

▼各会計の予算状況
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会計名 平成 28 年度 平成 27 年度 増減率

一般会計 １２８億４,９００万円 １３１億３０８万円 -１.９%

特別会計 ８６億４,９６０万円 ８６億８,１９４万円 -０.４%

国民健康保険 ４１億５,３００万円 ４１億３３１万円 １.２%

貸付資金 ９６０万円 １,０２９万円 -６.７%

港湾事業 ３,９００万円 ４,２９７万円 -９.２%

公共下水道事業 ６億７,８００万円 ７億４,４９３万円 -９.０%

公共用地先行取得事業 １千円 １千円 ０%

介護保険 ３２億９,３００万円 ３３億３,７９６万円 -１.３%

後期高齢者医療 ４億７,７００万円 ４億４,２４８万円 ７.８%

水道事業会計 ９億７６４万円 ９億１１７万円 ０.７%

合計 ２２４億６２４万円 ２２６億８,６１９万円 -１.２%
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チャレンジプロジェクト①

～子どもたちが夢をもち人が輝くまちづくりへの挑戦～

チャレンジプロジェクト②

～人が集まる元気なまちづくりへの挑戦～

チャレンジプロジェクト③

～健やかで支えあう安心のまちづくりへの挑戦～

チャレンジプロジェクト④

～竹原のもつ住みよい環境づくりへの挑戦～

チャレンジプロジェクト⑤

～安全でしっかりとした都市基盤づくりへの挑戦～

チャレンジプロジェクト⑥

～みんなで築くまちづくりへの挑戦～

■子育て世代包括支援センター事業　630 万円

　妊産婦の育児不安を軽減するための支援センター

を平成 28 年４月から保健センターに開設します。

■吉名小中一貫校施設整備事業　2億 8,039 万円

　地域の特色を活かした教育課程、地域ぐるみの学

校づくり推進のため吉名小中一貫校を整備します。

■外国人観光客おもてなし事業　86 万円

　竹原市を訪れた外国人観光客の満足度を向上させ

るため、情報の多言語発信やサービスの提供方法等

の研修会を行います。

■広域周遊観光促進事業　200 万円

　広域的な周遊観光を促進するため、イベントやモニ

ターツアーの開催、プロモーション活動等を行います。

■６次産業化地産地消推進事業　340 万円

　６次産業化を推進するため、人材育成の推進や６

次産業化地産地消戦略を策定します。

■妊婦健康診査支援事業　1,084 万円

　市内での妊婦健診受診体制を確保するため、妊婦

健診を開始する病院を支援します。

■街路灯整備事業　350 万円

　安全・安心で環境に優しいまちづくりの推進や、

街路灯の管理負担軽減を図るためＬＥＤ街路灯を整

備します。

■子育て世帯向け地域優良賃貸住宅管理事業　2,557万円

　「コンパクトな住みよいまちづくり」の実現と子

育て世代の市内定住促進のため、良好な住宅を提供

します。

■空き家等対策計画策定事業　1,000 万円

　空き家の利活用及び適正な管理を推進するため、

実態調査及び計画を策定します。

■魅力あるまちなみづくり事業　262 万円

　忠海地区の地域資源を活用した地域活性化に向け

た計画を策定します。

■市道向島３号線整備事業　1,450 万円

　主要生活道路の安全かつ円滑な交通の確保を図る

ため、向島３号線の補修工事を行います。

■ふるさと応援推進事業　265 万円

　特産品のＰＲや地元産業の活性化・雇用の創出を推

進するため、ふるさと納税の返礼品の拡充や新たな寄

附方法（クレジットカード決済等）の導入を行います。

■公共施設等総合管理計画策定事業　300 万円

　長期的な視点で最適な公共施設等の配置を実現す

るため管理計画を策定します。

～「住みよさ実感」の実現に向けて～

平成 28 年度主要事業
第５次総合計画の６つのチャレンジ
プロジェクトに沿って紹介します。


